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2025年３月期第２四半期（中間期）の業績予想と実績値との差異及び通期業績予想の修正並びに

中期経営計画の見直しに関するお知らせ 

 

2024年５月 14日に公表いたしました 2025 年３月期第２四半期（中間期）の業績予想と実績値に差

異が生じました。 

 また、当社は、2024年 11月 14 日開催の取締役会において、最近の業績動向を踏まえ、通期（2024

年４月１日～2025年３月 31日）業績予想を下記のとおり修正することといたしました。 

 あわせて、2024年５月 14 日に公表いたしました中期経営計画（2025 年３月期～2027 年３月期）を

見直すことといたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．2025年３月期第２四半期（中間期）の業績予想と実績値との差異 

 売上高 営業利益 経常利益 中間純利益 
１株当たり 

中間純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（2024 年 5 月 14 日） 

百万円 

1,429 

百万円 

60 

百万円 

57 

百万円 

40 

円 銭 

14.18 

実績値（Ｂ） 1,292 26 25 18 6.51 

増減額（Ｂ－Ａ） △137 △34 △32 △22 － 

増減率（％） △9.6 △57.0 △56.1 △54.1 － 

（ご参考）前期第２四半期実績 

（2024 年３月期中間期） 
－ － － － － 

（注）１．2024 年３月期中間期については、中間財務諸表を作成していないため、2024年３月期中間期の数値は記載しておりません。 

２．当社は、2024 年 10 月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分

割が行われたと仮定して、「１株当たり中間純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」を算定しております。 

 

 

 

 

 

 



２．2025年３月期通期業績予想の修正 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（2024 年 5 月 14 日） 

百万円 

2,880 

百万円 

240 

百万円 

234 

百万円 

148 

円 銭 

51.22 

今回発表予想（Ｂ） 2,388 ８ ３ １ 0.35 

増減額（Ｂ－Ａ） △491 △232 △230 △147 － 

増減率（％） △17.1 △96.6 △98.4 △99.3 － 

（ご参考）前期通期実績 

（2024 年 3 月期） 
2,082 272 253 141 65.24 

（注）当社は、2024年 10 月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前期の１株当たり当期純利益は、前

事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。 

 

３．差異及び修正の理由 

まず、当第２四半期（中間期）に関しましては、継続して、当社主軸サービスである「ジョブドラフト

サービス」の地方深耕・付加価値向上・商談獲得ルートの新規開拓を進め、金融機関等からの見込顧客紹

介や、資料問合せ・セミナー参加を通じたインバウンド商談などを主軸として進めてまいりました。 

成長戦略に基づき、成長戦略の１点目である「地方深耕」については静岡支店の開設を行い、対応可能

エリアの拡大を実現しております。また、成長戦略の２点目である「付加価値向上・アップセルの推進」

についても、前年同期比で新規契約単価の向上を実現することができました。また、当第２四半期後に

「人事部パック」という人事業務 BPO オプションサービスもローンチすることができ、更なる価値提供

の土台が構築できつつあります。 

一方で、商談数及び受注率においては、 

① 提携済金融機関等の深耕が進まず、金融機関等からの顧客紹介数が想定を下回ったこと 

② 中長期的な事業成長に向け積極的な人員採用を継続して行っていたものの、組織の拡大に応じ

た社員育成体制の整備が遅れ、受注率が低下したこと 

 

以上の理由により、受注金額及び受注案件の役務提供に伴う売上高が伸び悩みました。第１四半期の段

階で上記の課題を認識し、①金融機関専属部門以外のリソースを金融機関対応に移動すること、②営業

の型化を進め営業の質の平準化・生産性向上を進めること、で対策を実施してまいりましたが、第２四

半期は高卒就活の季節性の関係から受注の閑散期にあたることもあり、充分な業績回復が実現できませ

んでした。 

 

 通期業績予想に関しましては、将来成長に必要な人件費（当初 1,176 百万円、修正後 1,080 百万円）

及び広告宣伝費（当初 207 百万円、修正後 165 百万円）などの先行投資は確保しつつ、販売管理費の削

減や受注計画の再構築を行っておりますが、高卒求人倍率が過去最高水準の 3.70倍である等、顧客ニー

ズは存在する一方で、当初想定していた成長目標に対し顧客リーチや成約を充分には生み出せていない

現状において受注未達の影響が下半期の売上高に影響することに鑑み、業績予想の下方修正を行うこと

といたしました。 

また、2025年３月期の主な経営施策として挙げていた①金融機関提携数と②従業員数につきましては、

それぞれ当初計画を下方修正いたします。具体的には、提携金融機関につきましては、提携数などの幅



を拡大すること以上に、当社拠点エリアに所在する提携金融機関を中心に関係深耕を図ることを優先す

るため、当初 2025 年３月期末に 120 機関としていた目標数値を 100 機関に下方修正いたしました。ま

た、従業員数につきましては、より手厚いオンボーディングの実施を図るため、2025 年３月期末時点の

総従業員数目標値を約 220名から 212名に修正しております。 

 

(注) 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後

様々な要因によって予想数値とは異なる結果となる可能性があります。 

 

４．中期経営計画の見直しについて 

（１）中期経営計画の見直しの理由 

当社は、2024年５月 14日に 2027 年３月期を最終年度とする３ヵ年の中期経営計画を「事業計画及び

成長可能性に関する事項」にて公表し、その達成に向けて取り組んでまいりましたが、上記の通り、計画

策定時の営業利益、経常利益、当期純利益を下回る業績予想の修正をすることとなりました。それによ

り、計画策定時において想定していた前提条件との乖離が生じております。このような背景により、中

期経営計画の達成が困難であると判断したことから、中期経営計画を見直すことといたしました。 

 

（２）今後について 

今後の中期経営計画につきましては、当社を取り巻く事業環境等を総合的に勘案し、当期第３四半期

の決算発表時に「事業計画及び成長可能性に関する事項」にてお知らせいたします。 

以 上 


